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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第36期

第３四半期連結累計期間

第36期

第３四半期連結会計期間
第35期

会計期間
自　平成21年５月１日

至　平成22年１月31日

自　平成21年11月１日

至　平成22年１月31日

自平成20年５月１日

至平成21年４月30日

売上高 （千円） 13,898,664 4,396,638 16,013,493

経常利益 （千円） 1,036,955 186,826 982,105

四半期（当期）純利益 （千円） 582,974 123,902 353,285

純資産額 （千円） － 4,677,404 2,464,268

総資産額 （千円） － 11,815,545 9,431,062

１株当たり純資産額 （円） － 1,603.25 2,016.22

１株当たり四半期（当
期）純利益金額

（円） 231.83 46.66 302.82

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益
金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） － 39.6 26.1

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 372,819 － 1,082,641

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） △128,268 － △418,623

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

（千円） 1,445,484 － 339,258

現金及び現金同等物の四
半期末（期末）残高

（千円） － 5,090,933 3,405,531

従業員数 （人） － 113 110

(注) １　当社は第35期第３四半期累計（会計）期間においては四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、第35期

第３四半期累計（会計）期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　１株当たり純資産額及び１株当たり四半期(当期)純利益金額の計算にあたっては、Ａ種優先株式を普通株式と

同等の株式として取り扱っております。

４　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

５　当社は、平成21年８月20日開催の取締役会決議に基づき、決議時点における当社定款規定により、Ａ種優先株式

の全部について取得条項を行使し、その取得と引換にＡ種優先株式の株主に普通株式を交付するとともに、会

社法第178条の規定に基づき、同日付で自己株式（Ａ種優先株式）を消却いたしました。

６　当社は平成21年９月15日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。そこで、当

該株式分割が前連結会計年度の開始の日に行われたと仮定した場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲

げると以下のとおりとなります。

　 第36期

第３四半期連結累計期間

第36期

第３四半期連結会計期間
第35期

自　平成21年５月１日

至　平成22年１月31日

自　平成21年11月１日

至　平成22年１月31日

自　平成20年５月１日

至　平成21年４月30日

１株当たり純資産額 (円) ― 1,603.25 1,008.11

１株当たり四半期(当期)

純利益金額
(円) 231.83 46.66 151.41

潜在株式調整後１株当たり四

半期(当期)純利益金額
(円) ― ― ―
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれてい

る事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)　連結会社における状況

平成22年１月31日現在

従業員数(名)
113

（60）

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含みます。）は、当第３四半期連結会計期

間の平均人員を（　）の外数で記載しております。

　

(2)　提出会社の状況

平成22年１月31日現在

従業員数(名)
110

（59）

(注)　従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数（人材会社からの派遣社員を含みます。）は、当第３四半期連結会計期

間の平均人員を（　）の外数で記載しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、仕入、受注及び販売の状況】

　

当第３四半期累計（会計）期間から四半期報告書を作成しているため、前年同四半期連結会計期間と

の比較分析は行っておりません。

　

(1)　生産実績

当第３四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 　生産高(千円) 　

美容健康関連事業 711,596　

合計 711,596　

(注) １　金額は、販売価格によっております。

２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2)　商品仕入実績

当第３四半期連結会計期間における商品仕入実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとお

りであります。

事業の種類別セグメントの名称 　商品仕入高(千円) 　

美容健康関連事業 1,300,286　

先端電子関連事業 21,727　

合計 1,322,013　

(注) １　金額は、仕入価格によっております。

２　セグメント間取引については、相殺消去しております。

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3)　受注実績

該当事項はありません。

　

(4)　販売実績

当第３四半期連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりで

あります。

事業の種類別セグメントの名称 　販売高(千円) 　

美容健康関連事業 4,366,049　

先端電子関連事業 30,588　

合計 4,396,638　

(注) １　セグメント間取引については、相殺消去しております。
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２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
当第３四半期連結会計期間

販売高（千円） 割合（％）

小泉成器㈱ 525,481 12.0

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は有価証券届出書及び有価証券届

出書の訂正届出書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものでありま

す。なお、当第３四半期連結累計(会計)期間から四半期報告書を作成しているため、前年同四半期連結会計

期間との比較は行っておりません。

　

(1)　経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間(自　平成21年11月１日　至　平成22年１月31日）におけるわが国経済は、一

部で持ち直しの動きが見られるものの、雇用・所得状況の悪化のため消費は依然として低迷し、厳しい状

況で推移しました。

このような状況の下、当社グループは、メディアミックス戦略によるシナジー効果で収益の確保を図

り、通販卸部門、店販卸部門、直販部門の各販売チャネルにおいて、ローラー系美顔器・化粧品・脱毛器・

痩身アイテム等の主力製商品販売が堅調に推移しました。

この結果、当第３四半期連結会計期間における売上高は4,396百万円、経常利益は186百万円、四半期純

利益は123百万円となりました。

　

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

①美容健康関連事業

美容健康関連事業においては、メディアミックス戦略によるシナジー効果を図りながら、新たな製商

品の投入及び積極的な販売促進活動を行った結果、通販卸部門、店販卸部門、直販部門の各販売チャネ

ルにおける売上高が堅調に推移しました。

また、製商品別では、「プラチナゲルマローラー」及び「フェイスローラープラチナ＆ゴールド」等

のローラー系美顔器、「オンリーミネラル」等の自社ブランド化粧品、脱毛器の「no!no!hair」、「加

圧エクサパンツ」等の痩身アイテムを中心に販売を牽引し、結果、当事業の売上高は4,366百万円とな

りました。

②先端電子関連事業

先端電子関連事業においては、景気悪化に伴い国内メーカー各社の生産設備及び研究開発投資の抑

制により、光学式薄膜測定システムや強誘電体テストシステム等の商品の販売が不調であったため、売

上高は30百万円となりました。
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(2)　財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ2,384百万円増加し、11,815

百万円となりました。現金及び預金の増加1,685百万円、受取手形及び売掛金の増加175百万円、商品及び

製品の増加249百万円、原材料及び貯蔵品の増加158百万円が主な要因であります。

負債は前連結会計年度末に比べ171百万円増加し、7,138百万円になりました。支払手形及び買掛金の増

加302百万円、１年内返済予定の長期借入金の減少194百万円、１年内償還予定の社債の減少94百万円、社

債の減少110百万円、長期借入金の増加223百万円が主な要因であります。

純資産は前連結会計年度末に比べ2,213百万円増加し、4,677百万円となりました。新株発行による資本

金の増加813百万円及び資本剰余金の増加813百万円並びに四半期純利益による利益剰余金の増加582百

万円が主な要因であります。

　

(3)　キャッシュ・フローの状況

当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第２四半期連結会計期間末に比べ1,405

百万円増加し、5,090百万円となりました。

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりです。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利

益185百万円の計上、たな卸資産の増加△179百万円、仕入債務の減少△281百万円、未払金の増加311百万

円及び法人税等の支払額△176百万円等により、△９百万円となりました。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、金型等の有形固定資産の

取得による支出△17百万円、情報システムに係るソフトウエア等の無形固定資産の取得による支出△50

百万円等により、△65百万円となりました。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第３四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、株式発行による収入1,627

百万円、長期借入金の返済による支出△125百万円及び社債の償還による支出△15百万円等により、1,484

百万円となりました。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。

　

(5)　研究開発活動

当第３四半期連結会計期間において、当社グループは29百万円の研究開発費を計上しました。なお、当

第３四半期連結会計期間において当社グループの研究開発活動の状況について重要な変更はありませ

ん。
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第３ 【設備の状況】

(1)　主要な設備の状況

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2)　設備の新設、除却等の計画

当第３四半期連結会計期間において、第２四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありま

せん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 9,777,776

計 9,777,776

　

②　【発行済株式】

　

種類

第３四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成22年１月31日)

提出日現在

発行数(株)

(平成22年３月12日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 2,917,444 2,917,444ジャスダック証券取引所
単元株式数は100株で
あります。

計 2,917,444 2,917,444 － －

(注) １　平成21年12月24日をもって、当社株式はジャスダック証券取引所に上場いたしました。

２　上場に伴い、平成21年12月22日を払込期日とする公募による募集株式473,000株を発行したことにより、発行済

株式数は2,917,444株となりました。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

　

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成21年12月22日(注)473,0002,917,444813,7961,813,796813,7961,313,795

(注) 有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格 3,700円

引受価額 3,441円

資本組入額 1,720.5円

　

(5) 【大株主の状況】

当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成21年10月31日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

　

①　【発行済株式】

平成21年10月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,443,900 24,439 －

単元未満株式 普通株式 544 － －

発行済株式総数 　 2,444,444 － －

総株主の議決権 － 24,439 －

　

②　【自己株式等】

平成21年10月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

－ － － － － －

計 － － － － －

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成21年

５月
６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

平成22年

1月

最高(円) － － － － － － － 4,3303,340

最低(円) － － － － － － － 3,3202,414

(注)　最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものです。

なお、平成21年12月24日をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事項

はありません。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度定時株主総会終了後、本四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。

(1)　役職の異動

　

役員の氏名 新役職名 旧役職名 異動年月日

山﨑　岩男 取締役開発本部長 取締役開発本部長兼開発企画部長 平成21年８月20日

宮崎　昌也 取締役管理本部長 取締役管理本部長兼企画管理部長 平成22年１月25日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。なお、当社は

前第３四半期連結会計期間（平成20年11月１日から平成21年１月31日まで）及び前第３四半期連結累計期

間（平成20年５月１日から平成21年１月31日まで）については四半期連結財務諸表を作成しておりません

ので、記載を省略しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第３四半期連結会計期間（平成21年11月

１日から平成22年１月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成21年５月１日から平成22年１月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年１月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年４月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,735,507 4,049,844

受取手形及び売掛金 1,937,586 1,761,918

商品及び製品 2,610,610 2,361,306

仕掛品 34,509 35,504

原材料及び貯蔵品 296,409 138,397

その他 374,173 297,615

貸倒引当金 △25,998 △24,299

流動資産合計 10,962,797 8,620,288

固定資産

有形固定資産 ※1
 514,917

※1
 508,667

無形固定資産 218,265 176,806

投資その他の資産 119,564 125,300

固定資産合計 852,747 810,773

資産合計 11,815,545 9,431,062

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2
 1,574,377 1,271,974

1年内償還予定の社債 454,000 548,000

1年内返済予定の長期借入金 834,777 1,029,393

未払金 1,480,707 1,426,863

未払法人税等 298,647 280,689

賞与引当金 12,500 25,000

返品調整引当金 125,250 130,510

その他 109,099 111,097

流動負債合計 4,889,360 4,823,529

固定負債

社債 480,000 590,000

長期借入金 1,738,928 1,515,268

その他 29,852 37,996

固定負債合計 2,248,780 2,143,264

負債合計 7,138,141 6,966,794
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(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年１月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年４月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,813,796 1,000,000

資本剰余金 1,313,795 499,999

利益剰余金 1,565,313 982,339

株主資本合計 4,692,905 2,482,338

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △327 △1,661

為替換算調整勘定 △15,174 △16,408

評価・換算差額等合計 △15,501 △18,070

純資産合計 4,677,404 2,464,268

負債純資産合計 11,815,545 9,431,062

EDINET提出書類

ヤーマン株式会社(E23829)

四半期報告書

12/23



(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年５月１日
　至 平成22年１月31日)

売上高 13,898,664

売上原価 5,183,183

売上総利益 8,715,480

返品調整引当金戻入額 130,510

返品調整引当金繰入額 125,250

差引売上総利益 8,720,740

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 4,493,794

給料及び手当 394,363

賞与引当金繰入額 12,500

貸倒引当金繰入額 1,699

減価償却費 30,783

研究開発費 96,077

その他 2,548,190

販売費及び一般管理費合計 7,577,409

営業利益 1,143,331

営業外収益

受取利息 2,756

受取配当金 377

為替差益 3,735

その他 1,392

営業外収益合計 8,261

営業外費用

支払利息 64,874

上場関連費用 23,924

その他 25,838

営業外費用合計 114,637

経常利益 1,036,955

特別損失

固定資産除却損 8,579

特別損失合計 8,579

税金等調整前四半期純利益 1,028,375

法人税等 445,401

四半期純利益 582,974
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：千円)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成21年11月１日
　至 平成22年１月31日)

売上高 4,396,638

売上原価 1,599,162

売上総利益 2,797,475

返品調整引当金戻入額 124,365

返品調整引当金繰入額 125,250

差引売上総利益 2,796,590

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 1,544,767

給料及び手当 130,298

賞与引当金繰入額 12,500

貸倒引当金繰入額 △1,634

減価償却費 11,235

研究開発費 29,322

その他 837,377

販売費及び一般管理費合計 2,563,867

営業利益 232,723

営業外収益

受取利息 639

受取配当金 362

為替差益 996

その他 621

営業外収益合計 2,619

営業外費用

支払利息 19,449

上場関連費用 21,649

その他 7,416

営業外費用合計 48,516

経常利益 186,826

特別損失

固定資産除却損 1,384

特別損失合計 1,384

税金等調整前四半期純利益 185,442

法人税等 61,539

四半期純利益 123,902
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成21年５月１日
　至 平成22年１月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,028,375

減価償却費 59,855

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,699

賞与引当金の増減額（△は減少） △12,500

返品調整引当金の増減額（△は減少） △5,260

受取利息及び受取配当金 △3,134

支払利息 64,874

為替差損益（△は益） 5,621

固定資産除却損 8,579

売上債権の増減額（△は増加） △179,662

たな卸資産の増減額（△は増加） △406,249

仕入債務の増減額（△は減少） 210,760

未払金の増減額（△は減少） 54,878

その他 55,120

小計 882,960

利息及び配当金の受取額 2,874

利息の支払額 △64,176

法人税等の支払額 △448,838

営業活動によるキャッシュ・フロー 372,819

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △39,691

無形固定資産の取得による支出 △89,725

定期預金の預入による支出 △486,564

定期預金の払戻による収入 486,303

その他 1,409

投資活動によるキャッシュ・フロー △128,268

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 1,000,000

長期借入金の返済による支出 △970,955

社債の償還による支出 △204,000

リース債務の返済による支出 △7,153

株式の発行による収入 1,627,593

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,445,484

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4,633

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,685,401

現金及び現金同等物の期首残高 3,405,531

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 5,090,933
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年５月１日　至　平成22年１月31日)

該当事項はありません。

　

【簡便な会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年５月１日　至　平成22年１月31日)

１　一般債権の貸倒見積高の算定方法

当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認めら
れるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

 

２　たな卸資産の評価方法

当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の実地
棚卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。

 

３　固定資産の減価償却の算定方法

定率法を採用している固定資産については、連結会計年度に係る減価償却の額を期間按分して算定しておりま
す。

 

４　繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境や一時差異の発生状況等に著
しい変化がないと認められるため、前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニング
を利用する方法によっております。

 
　

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年５月１日　至　平成22年１月31日)

１　税金費用の計算

税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適
用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　

当第３四半期連結会計期間末

(平成22年１月31日)

前連結会計年度末

(平成21年４月30日)

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 170,206千円

 

※１　有形固定資産の減価償却累計額

　 136,111千円

 

※２　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理につ
いては、手形交換日をもって決済処理をしておりま
す。なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機
関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末
日満期手形が四半期連結会計期間末残高に含まれ
ております。

　　 　

支払手形 191,032千円

 

─────

　 　

　

(四半期連結損益計算書関係)

当第３四半期連結累計期間（自　平成21年５月１日　至　平成22年１月31日）

該当事項はありません。

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年11月１日　至　平成22年１月31日）

該当事項はありません。 

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年５月１日

　至　平成22年１月31日)

※１　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結
貸借対照表に掲記されている科目の金額との関
係

現金及び預金 5,735,507千円

預入期間が３か月超の定期預金 △644,574千円

現金及び現金同等物 5,090,933千円
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(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末（平成22年１月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成21年５月

１日　至　平成22年１月31日）

　

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期

連結会計期間末

普通株式(株) 2,917,444

　

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

該当事項はありません。

　

(2)　基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成21年12月24日にジャスダック証券取引所に上場し、上場にあたり平成21年12月22日に公募増

資による払込を受けたことから、当第３四半期連結累計期間において、資本金及び資本剰余金がそれぞれ

813,796千円増加しております。この結果、当第３四半期連結会計期間末において、資本金が1,813,796千円、

資本剰余金が1,313,795千円となっております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年11月１日　至　平成22年1月31日）及び当第３四半期連結累計

期間（自　平成21年５月１日　至　平成22年1月31日）における美容健康関連事業の売上高及び営業損益

は、全セグメントの売上高及び営業損益の合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類

別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年11月１日　至　平成22年１月31日）及び当第３四半期連結累

計期間（自　平成21年５月1日　至　平成22年１月31日）における本邦の売上高は、全セグメントの売上高

の合計額に占める割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【海外売上高】

当第３四半期連結会計期間（自　平成21年11月１日　至　平成22年１月31日）及び当第３四半期連結累

計期間（自　平成21年５月１日　至　平成22年１月31日）における海外売上高が連結売上高の10％未満で

あるため、海外売上高の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　

当第３四半期連結会計期間末

(平成22年１月31日)

前連結会計年度末

(平成21年４月30日)

　

　 1,603円25銭

　

　

　 2,016円22銭

　
　 　

(注) １　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。なお、Ａ種優先株式については、普通株式と

同等の株式として取り扱っております。

項目
当第３四半期連結会計期間末

(平成22年１月31日)

前連結会計年度末

(平成21年４月30日)

四半期連結貸借対照表（連結貸借対照表）の純資産
の部の合計(千円)

4,677,404 2,464,268

普通株式及び普通株式と同等の株式に係る純資産額
(千円)

4,677,404 2,464,268

普通株式及び普通株式と同等の株式の発行済株式数

(千株)

　普通株式

　Ａ種優先株式

　　計

 

 

2,917

－

2,917

 

 

1,000

222

1,222

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末(期
末)の普通株式及び普通株式と同等の株式の数(千株)

　普通株式

　Ａ種優先株式

　　計

 

 

2,917

－

2,917

 

 

1,000

222

1,222

２　当社は平成21年９月15日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割を行っております。当該株式分

割が前連結会計年度の開始の日に行われたと仮定した場合における前連結会計年度末の１株当たり純資産額

は1,008円11銭であります。

　

２  １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

第３四半期連結累計期間

　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年５月１日

　至　平成22年１月31日)

 

１株当たり四半期純利益金額 231円83銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。

　

(注) １　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目 　

当第３四半期連結累計期間

(自　平成21年５月１日

　至　平成22年１月31日)

  四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 582,974

  普通株式に係る四半期純利益（千円） 　 582,974

  普通株式の期中平均株式数（千株） 　 2,514

２　当社は平成21年９月15日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割をしております。

３　当社は平成21年８月20日付で、Ａ種優先株式の全部について取得条項を行使し、その取得と引換えにＡ種優先

株式の株主に普通株式を交付するとともに、同日付で自己株式（Ａ種優先株式）を消却いたしました。なお、

Ａ種優先株式は普通株式と同等の株式として取扱っております。
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第３四半期連結会計期間

　

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年11月１日

　至　平成22年１月31日)

 

１株当たり四半期純利益金額 46円66銭

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に
ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま
せん。

　

(注) １　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　 　

当第３四半期連結会計期間

(自　平成21年11月１日

　至　平成22年１月31日)

  四半期連結損益計算書上の四半期純利益（千円） 　 123,902

  普通株式に係る四半期純利益（千円） 　 123,902

  普通株式の期中平均株式数（千株） 　 2,655

２　当社は平成21年９月15日付で普通株式１株につき２株の割合をもって株式分割をしております。

３　当社は平成21年８月20日付で、Ａ種優先株式の全部について取得条項を行使し、その取得と引換えにＡ種優先

株式の株主に普通株式を交付するとともに、同日付で自己株式（Ａ種優先株式）を消却いたしました。なお、

Ａ種優先株式は普通株式と同等の株式として取扱っております。

　

(重要な後発事象)

第３四半期連結会計期間（自　平成21年11月１日　至　平成22年１月31日）

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年３月12日

ヤーマン株式会社

取締役会  御中

　

あ ず さ 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士 　 飯　　塚       昇   　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士    浅    野    俊    治    印
　

　 　 　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているヤー

マン株式会社の平成21年5月1日から平成22年4月30日までの連結会計年度の第3四半期連結会計期間（平成21

年11月1日から平成22年1月31日まで）及び第3四半期連結累計期間（平成21年5月1日から平成22年1月31日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者

にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ヤーマン株式会社及び連結子会社の平成22年1

月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第3四半期連結会計期間及び第3四半期連結累計期間の経営成

績並びに第3四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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